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小学校英語教育のクラウド型デジタル教材を開発するための 
フレーム・ワークの構築に関する研究＊
松　宮　新　吾
要　旨
　学習者特性に最適化された教材開発を行うためのフレーム・ワークを構築するために、外国語
活動を学んでいる 5 、 6 年生と、はじめて外国語活動を経験した中学校 1 年生を対象に、質問紙
調査を実施した。因子分析から学習成果モデル構築までの一連の分析プロセスを通じて、 3 軸か
らなるキュービック・フレーム・ワークを設計した。すなわち、X軸に学年（年齢）を、Y軸に
教育目標を、Z軸に学習活動（タスク）を位置づけ、X軸とY軸によって構成される 4 つの象限
に、四技能を割り当てた多次元モデルとした。これにより、次期学習指導要領を拡大した小学校
6 年間の一貫英語教育カリキュラムと、それに準拠した教材を開発することが可能になる。
　特に、 5 、 6 年生が示す認知学習に対する高いニーズと強い英語学習志向をキュービック・フ
レーム・ワークの中に配列し、教材やカリキュラムを開発することにより、児童の英語運用能力
を有意に高めることが期待できる。
キーワード：小学校英語教育、学習者特性、教材開発、キュービック・フレーム・ワーク、英
語運用能力
1 ．問題と目的
　次期学習指導要領の指針や、グローバル化・情報化等のキーコンセプトを盛り込んだ外国語
教育に関わる審議内容が矢継ぎ早に発表されている。このような状況の中で、日本の英語教育
を抜本的に改革するためのチャンスが到来しようとしている。その一つが、日本型早期英語教
育の導入であり、また、大学入試改革である。本研究では、日本型早期英語教育の教育内容に
焦点を絞り、その中核となる早期英語教育の教材開発を行う上で必要なフレーム・ワークを構
築・検証することが主たる目的である。なお、本研究は科研費 1 ）の助成を受け実施されたも
のである。
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⑴　新学習指導要領からの知見
　平成28年度中に中央教育審議会により改定内容が答申される次期学習指導要領について、文
部科学省（2016）は、10月 5 日に、これまでの議論を踏まえた答申の素案を公表した。公表さ
れた中央教育審議会の審議のまとめによると、小学校では、2020（平成32）年度、中学校では
2021（平成33）年度、高校では2022（平成34）年度以降、年次毎に全面実施される予定の新学
習指導要領では、10年前に「脱ゆとり教育」にかじを切った前回改定時のガイドラインを継
続・発展させ、知識偏重から脱却すると同時に、思考力や表現力を育成する方針が示された。
特に、小学校では英語が教科として導入されるほか、高校の学習内容も大学入試の抜本的改革
を視野に入れ大幅に改定され、地歴や理数などの分野で新科目が設置されることが明らかと
なった。
　素案では、日本社会を「将来の予測が困難な複雑で変化の激しい社会」と位置づけた上で、
育成すべき能力として、⑴主体的な判断、⑵議論を通じて力を合わせること、⑶新たな価値の
創造、の 3 つが提示されている。物事を多角的・多面的に吟味する論理的思考のほか、自国の
文化や異文化への理解を教育することの必要性が強調されている。小・中学校においては、全
国学力・学習状況調査の結果に基づき、知識の活用に課題があると指摘している。素案では、
「何を知っているか」という知識偏重の教育ではなく、「知っていることを使ってどのように社
会・世界と関わるか」という知識や技能を活用することができる能力を重視したものとなって
いる。また、高校では、自ら課題を発見し、解決することができる「アクティブ・ラーニン
グ」型の学習方法の導入を検討することが示されている。
　特に、外国語（英語）教育については、子供たちが将来どのような職業に就くとしても求め
られる、外国語で多様な人々とコミュニケーションを図ることができる基礎的な力を育成する
ことが重要であるとされている。また、文部科学省（2013）が策定した第二期教育基本振興計
画で示されている高等学校卒業段階における英語力の目標を基に、国際的な基準である CEFR
の A2〜 B1レベル程度以上（英検準 2 級〜 2 級程度以上）の高校生の割合を 5 割とする取組を
進めてきたことを踏まえつつ、小・中・高等学校を通じて一貫して育む指標形式の目標を設定
し、初等中等教育全体を見通して確実に外国語（英語）によるコミュニケーション能力を育成
するとしている。
　小学校段階では、2011年から 5 、 6 年生において「聞くこと」、「話すこと」を中心とした外
国語活動が実施されているが、子供たちの「読むこと」、「書くこと」への知的欲求も高まって
いる状況を鑑みて、全ての領域をバランスよく育む教科型の外国語（英語）教育を、 5 年生か
ら導入することとしている。その際、単なる中学校の前倒しではなく、「なじみのある表現を
使って、 自分の好きなものや一日の生活などについて、友達に質問したり答えたりすることが
できる」といった、発達段階にふさわしい力を育成するとされている。
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　高学年において、現行の外国語活動（35単位時間）における「聞くこと」、「話すこと」の活
動に加え、「読むこと」、「書くこと」を加えた領域を扱うためには、年間70単位時間程度の時
間数が必要であるとされている。また、外国語を通じて、言語や文化について体験的に理解を
深め、日本語と外国語の音声や語順等に気付いた上で、外国語の音声や表現などに慣れ親しま
せるようにするため、中学年から「聞くこと」、「話すこと」を中心とした外国語活動を行い、
高学年の教科型の学習につなげていくことが必要であるとしている。そのためには、年間35単
位時間程度の時間数を確保し、現行の 5 、 6 年生で実施している活動型の学習機会を設けるこ
とが必要であるとされている。あわせて、言語能力向上の観点から、国語教育との連携を図り、
相乗的な効果が見られる例などを踏まえた具体的な取組を推進することとされている。
　こうした小学校における外国語教育の導入に当たっては、先行して教材を整備することや、
高学年を担当する現職教員の専門性を高めるための認定講習（中学校英語免許取得）の開設支
援や外部人材の活用支援なども含め、指導者の確保等を併せて実施し、2020（平成32）年度か
ら円滑に実施することができるよう計画的に準備を行うことが示されている。また、現行の外
国語活動が全面実施された2011年に文部科学省の諮問機関である外国語能力の向上に関する検
討会（2011）が取りまとめた「国際共通語としての英語力の向上のための 5 つの提言と具体的
施策」では、小・中・高等学校で一貫性のある学習到達目標を作成することにより、小・中・
高が連携した英語教育の実現を可能にするという視点が示されている。
　これらの指針やガイドラインの趣旨を踏まえ、本研究開発においては、小学校 3 、 4 年生で
の活動型外国語教育と、小学校 5 、 6 年生での小学校英語教育と、中学校英語教育といった、
従来の 6 ・ 3 ・ 3 制の枠組みにはとらわれない、小学校 6 年間プラス中学校 3 年間の義務教育
9 年間の一貫英語教育カリキュラムを想定した教材の研究開発を行う。そのために、松宮
（2014）が提示した児童生徒の身体的、精神・情緒的、認知的な発達段階や学習段階とカリ
キュラムをリンクさせ、義務教育段階における 4 年（早期英語教育：小学校 1 年生 7 才から 4
年生10才まで）・ 3 年（初等英語教育：小学校 5 年生11才から中学校 1 年生13才まで）・ 2 年
（前期中等英語教育：中学校 2 年生14才から中学校 3 年生15才まで）の早期・初等・前期中等
英語教育という新たな一貫英語教育の枠組みを構築した。本研究では、この枠組みを用い、教
材の研究開発を実証データに基づき行うこととした。これにより、松宮（2014）が指摘した教
育内容や教育方法を含むカリキュラムと児童生徒の発達段階や学習者特性とのミスマッチを、
教育内容（教材）の面で解消することが可能になると考えた。
⑵　教材開発論からの知見
　外国語（英語）学習用の教材開発を行うためのプロセスや教材評価を研究した文献には、教
材執筆者、教材開発担当者や、教材開発専門家に対するヒアリング調査等に基づく Prose
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（1998）、Tomlinson（1988）や、Richards（2001）ら、多数のものがある。
　これらの先行研究が共通して指摘している点は、教材開発者は、外国語の教授・学習理論や、
教材の一貫性・結束性を担保する論理的・合理的枠組み（principled, coherent and flexible 
frameworks）よりも、文学作品の制作と類似した創造性や独創性を、教材開発の場面におい
て意識する傾向があるということだ。すなわち、それらは第二言語習得理論に基づくものとい
うよりも、学習者が目標言語を用いて何をすべきかといった実用主義的なアプローチや、伝統
的な授業展開の枠組みが採用される傾向が強いことが指摘されている。
　一方、Jolly and Bolitho（1998）が提唱した教材開発の枠組みは、従来の学習単元を規準と
した教材開発の枠組み（unit framework）とは異なるもので、ニーズ分析や教材評価等を含む、
より分析的・科学的なものとなっている。
①　ニーズの同定（Identification of need for materials）
②　ニーズ分析（Exploration of need）
③　教材の文脈化・構造化（Contextual realization of materials）
④　教材の教育的価値化（Pedagogical realization of materials）
⑤　教材開発（Production of materials）
⑥　教材使用（Student use of materials）
⑦　目標到達評価（Evaluation of materials against agreed objectives）
　また、Tomlinson（1998）は、教材が満たすべき要件を 6 つの実践知として、次の通り報告
している。
①　カリキュラムとの有機的関連性（Materials should be clearly linked to the curriculum they 
serve）
②　教材の真正性（Materials should be authentic in terms of text and task）
③　インタラクションを活性化することができる教材（Materials should stimulate interaction）
④　言語諸相を理解するための学習材（Materials should allow  learners to  focus on formal 
aspects of the language）
⑤　学習スキルを育成することができる教材（Materials should encourage learners to develop 
learning skills, and skills in learning）
⑥　学習者が教室外でも活用することができるスキルを開発することができる教材（Materials 
should  encourage  learners  to  apply  their  developing  skills  to  the world beyond  the 
classroom）
　これら教材開発に関わる文献研究から、早期英語教育に関わる教材の研究開発を行うことを
目的とした本研究においては、第二言語習得理論から得られた知見をベースに、Tomlinson
（1998）が取りまとめた教材が満たすべき要件を配慮しつつ、前述の Jolly and Bolitho（1998）
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が提唱した教材開発のフレーム・ワークを採用することとした。
⑶　英語学習実態調査等からの知見
　本研究では、2011（平成23）年度から全面実施されている外国語活動をはじめて小学校で経
験した中学校 1 、 2 年生約 2 万人と、小学校 5 、 6 年生の児童約 2 万人を対象に、文部科学省
（2014）が実施した平成26年度小学校外国語活動実施状況調査から、教材開発を行う上で、特
に有用であると考えられる調査結果を参照する。
①　小学校外国語活動の教育効果に関する課題
　児童生徒の英語に対する好意性についての回答結果を参照すると、小学校 5 、 6 年生の
70.9％が「英語が好き」と回答している。しかし、年次が上がるとともにその比率は減少し、
中学校 1 年生では61.6％が、中学校 2 年生では50.3％が「英語が好き」と回答している。この
結果から、初習期の段階から、英語に対する好意性を喪失し始めている実態と、小学校外国語
活動の学習経験が中学校英語教育の学習に及ぼす教育的効果が限定的である可能性が示唆され
ているものと判断される。その要因となるものは、教育内容、教育方法、教育環境等を含むカ
リキュラム内容と児童生徒の知的・精神的発達段階や学習段階が有機的に結びついていないこ
とや、小学校外国語活動と中学校英語教育のカリキュラムの相互連結や一貫性が不十分である
ことだと考えられる。
　このことから、カリキュラムの主要部分を占める教育内容（教材）の開発においては、使用
教材と児童生徒とのミスマッチが生じないよう、児童生徒の学習者特性、発達段階、学習段階
や、第二言語習得理論から得られる知見等を配慮した教材の開発とカリキュラム上での配列が
必要であることが判明した。
②　教育内容に関する有用性
　当該調査結果の中で、小学校外国語活動の成果・効果として集約されている項目を参照する。
中学校 1 年生に対する「小学校外国語活動が中学校でどのように役だったか」という13項目か
らなる質問に対して、上位 2 項目は「アルファベットを読むこと」（88.8％）、「アルファベッ
トを書くこと」（83.9％）となっている。次いで、「英語で簡単な会話をすること」（82.8％）、
「英語の発音練習をすること」（75.8％）と回答されている。
　また、「小学校の外国語活動でもっと学習しておきたかったこと」については、上位 2 項目
が「英単語を書くこと」（83.7％）、「英語の文を書くこと」（80.9％）となっている。さらに、
「英単語を読むこと」が80.1％、次いで「英語の文を読むこと」が79.8％となっていることが報
告さている。このことから、中学校での英語教育を推進するための要因として、小学校外国語
活動における英語の読み書きに関する学習やスキルの育成が高く評価されているとともに、望
まれているものであると判断することができる。このことは、現行の学習指導要領で外国語活
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動の教育目標として、習慣形成理論に基づき示されている「外国語の音声や基本的な表現に慣
れ親しませながら、コミュニケーション能力の素地を養う。」と、一部齟齬をきたしている可
能性が示唆されているものと捉えることができる。すなわち、小学校 5 、 6 年生の児童生徒は、
アルファベットを認識し、英単語や英文を読み書きすることに対する知的な興味や関心をすで
に抱いているにもかかわらず、適切な教材や題材が提供されていないこと、さらには、音声に
よる習慣形成を中心として展開されている小学校外国語活動と、文字による認知学習が導入さ
れる中学校英語との間のブリッジが機能していない可能性があることを読み取ることができる。
　この結果から、音声による習慣形成を主とした学習と、文字認識や単語認識による認知学習
を、小学校から段階的にバランス良く導入した小中一貫の英語教育カリキュラムを開発するこ
とが必要であることが明らかとなった。
2 ．研究方法
　本研究開発を推進するために必要な基礎データを得るために、2014年度に大阪府内のH市と
K市の公立の小学校 5 、 6 年生約600名と小学校外国語活動を経験した中学校 1 年生約250名を
対象に、質問紙調査を実施した。特に、児童生徒の教材に対するニーズ分析を行う上で必要な
尺度項目として、英語の四技能を中心とした教育内容や学習項目に関わるものを配列した。
⑴　質問紙の概要
　本調査研究用に作成した質問紙の概要を表 1 に示す。
　質問紙で用いた評価尺度は児童生徒の年齢や能力と回答のしやすさを配慮し、 5 段階のプリ
コード法による多項選択形式の段階評定（ 5 ．そう思う、 4 ．少しそう思う、 3 ．どちらでも
ない、 2 ．あまりそう思わない、 1 ．そう思わない）を採用した。また、小学校 5 、 6 年生用
の質問紙は、それぞれの学年の発達特性と学習内容等を考慮した結果、また、学年間の比較分
析を行いやすくすることを目的として、同一の質問紙を用いることができるよう質問項目を調
整した。
⑵　調査手順
　2014年度学年末の授業で、小学校 5 、 6 年生では学級担任及び外国語活動担当教員が、中学
校 1 年生では英語担当教員が、質問紙調査実施の趣旨と方法を説明し、それぞれの担当教員が
質問項目を口頭で読み上げることにより、回答のペース作りを行いながら、質問紙調査を実施
した。小学校、中学校とも約30分で調査が終了し、その場で質問紙を回収した。
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3 ．結果と考察
　質問紙調査の結果、小学校 5 年生279名、 6 年生293名、計572名からの有効回答があった。
また、中学校 1 年生からは、227名からの有効回答があった。
⑴　因子分析
　回答結果を学年別・学校種別に項目分析にかけ、因子分析をはじめとする多変量解析を行う
上で不適切な除外項目を特定し、アルファ因子法で Kaiser の正規化を伴うプロマックス回転
により、因子固有値1.0以上で因子抽出を行った。なお、項目分析に際し、発達段階や学習段
階の影響を検証するために小学校 5 、 6 年生間で有意差の検定を行った。その結果、49項目中
12項目において有意差が確認された。特に、英語学習不安を問う項目29を除き、 5 年生の方が
有意に高くなっていることが判明した（表 2 ）。このことから、発達段階をはじめとする学習
者特性等が調査結果に影響を及ぼしているものと判断し、小学校全体での分析にとどまらず、
学年別で因子分析を行うこととした。
　その結果、因子分析の妥当性を示す KMO の値は、.942（ 5 年生）、.934（ 6 年生）、.954（小
学校全体）、.916（中学校 1 年生）と十分に高く、また、累積因子寄与率も56.9％（ 5 年生）、
57.4％（ 6 年生）、57.0％（小学校全体）、60.3％（中学校 1 年生）と満足できる値を示す結果
を得ることができた。そこで、これら因子分析の妥当性が確認されたことから、それぞれの因
子解を構成する尺度項目を用いて、以降の分析を行うための基礎データとなる下位尺度得点を
算出した。また、抽出された各因子解を構成する項目群の一貫性を検証するためにクロンバッ
クのα係数を算出した。その結果、α係数は .941から .408までの十分に満足できる値が示され
た。そこで、各因子解を構成している項目群の意味的解釈を行うことが有効であると判断し、
各因子解のネーミングを行った。これにより実施した学年別、学校種別の因子分析の結果を表
項目のカテゴリ 項目数 備考
外国語活動の授業に関する質問
外国語活動の学習成果に関する質問
英語運用能力に関する自己評価
外国・異文化に関する質問
教育内容・学習教材に関する質問 内自由記述回答1項目を含む
合計項目数
英語の授業に関する質問
英語の授業の学習成果に関する質問
英語運用能力に関する自己評価
外国・異文化に関する質問
教育内容・学習教材に関する質問 内自由記述回答1項目を含む
小学校外国語活動に関する質問
合計項目数
小
学
校
用
中
学
校
用
表 1 　質問紙尺度項目の概要
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3 （小学校 5 、 6 年生）、表 4 （ 5 年生）、表 5 （ 6 年生）、表 6 （中学校 1 年生）に示す。
質問項目 学年 度数 平均 標準偏差
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
5年生
6年生
合計
中学校で、英語の勉強をすることが、楽しみだ。
外国のことを、もっと勉強したい。
英語を、もっと勉強したい。
英語は好きだ。
英語を使う時は、緊張する。
友だちが使う英語の意味が理解できる。
DVD・CDやパソコンから流れてくる英語の意味が理解できる。
「外国語活動」の授業には、積極的に参加している。
先生が使う英語の意味が理解できる。
「外国語活動」の授業は、楽しい。
「外国語活動」の授業は、よく理解できている。
有意確率
「外国語活動」の授業は、好きだ。
* p＜.05, ** p＜.01
表 2　 2群間（小学校 5、 6年生）の有意差の検定結果
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ
α α α α α α α
英語を使って先生と話をすることができる
英語で自分の好きなものや好きなことを話すことができる
英語を使って友だちと話をすることができる
英語の指示を聞いて行動することができる
英語で自己紹介をすることができる
先生が使う英語の意味が理解できる
DVD・CDやパソコンから流れてくる英語の意味が理解できる
英語を使って活動をすることができる
英語で自分の気持ちを伝えることができる
友だちが使う英語の意味が理解できる
クラスのみんなの前で英語を使って発表することができる
先生のあとについて英語が言える
「外国語活動」の授業で学んだことはよく覚えている
アルファベットを書いてみたい
アルファベットを読んでみたい
英語を読む練習をしてみたい
英語を聞く練習をしてみたい
英語を書く練習をしてみたい
英語を話す練習をしてみたい
英語をもっと勉強したい
中学校で英語の勉強をすることが楽しみだ
英語の辞書を使ってみたい
外国の人といっしょに住んでみたい
外国で仕事をしてみたい
外国の人と話をしてみたい
外国のことをもっと勉強したい
外国のことに興味がある
外国の小学生と交流をしてみたい
「外国語活動」の授業は好きだ
「外国語活動」の授業は楽しい
英語は好きだ
「外国語活動」の授業はよく理解できている
「外国語活動」の授業には積極的に参加している
「外国語活動」の授業中にわからないことがあってもそのままにしておく
「外国語活動」の授業中にわからないことがあったら先生に質問をする
「外国語活動」の授業中にわからないことがあったら友だちに質問をする
友だちどうしですすんで英語を使うようにしている
先生とすすんで英語を使うようにしている
「外国語活動」の授業で学んだ英語は「外国語活動」の授業以外でもよく使っている
英語を使う時は緊張する
「外国語活動」の授業中に不安な気持ちになることがある
Ⅰ　「英語運用有能因子」　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅱ　「英語学習志向因子」
Ⅲ　「外国・異文化志向因子」
Ⅳ　「外国語活動好意性因子」
Ⅴ　「理解明確化因子」
Ⅵ　「積極的英語運用因子」
Ⅶ　「英語不安因子」
Ⅶ
因
子
因
子
相
関
行
列
質問項目　　　　　　　　　　　　                    　　　（α係数）
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ⅴ
Ⅵ
表 3　小学校全体（ 5， 6年生）の因子分析の結果（アルファ因子法・プロマックス回転後）
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因 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
子 α α α α α α
英語を使って友だちと話をすることができる
英語を使って先生と話をすることができる
英語を使って活動をすることができる
英語の指示を聞いて行動することができる
友だちが使う英語の意味が理解できる
先生が使う英語の意味が理解できる
DVD・CDやパソコンから流れてくる英語の意味が理解できる
英語で自分の気持ちを伝えることができる
英語で自分の好きなものや好きなことを話すことができる
友だちどうしですすんで英語を使うようにしている
英語で自己紹介をすることができる
「外国語活動」の授業で学んだことはよく覚えている
先生とすすんで英語を使うようにしている
クラスのみんなの前で英語を使って発表することができる
「外国語活動」の授業で使った英語はよく覚えている
「外国語活動」の授業はよく理解できている
「外国語活動」の授業で学んだ英語は「外国語活動」の授業以外でもよく使っている
外国で仕事をしてみたい
外国の人といっしょに住んでみたい
外国の小学生と交流をしてみたい
外国のことをもっと勉強したい
外国の人と話をしてみたい
外国のことに興味がある
英語の辞書を使ってみたい
アルファベットを読んでみたい
アルファベットを書いてみたい
英語を読む練習をしてみたい
英語を聞く練習をしてみたい
英語を話す練習をしてみたい
英語を書く練習をしてみたい
英語をもっと勉強したい
「外国語活動」の授業は好きだ
「外国語活動」の授業は楽しい
英語は好きだ
「外国語活動」の授業中にわからないことがあったら先生に質問をする
「外国語活動」の授業中にわからないことがあってもそのままにしておく
「外国語活動」の授業中にわからないことがあったら友だちに質問をする
英語を使う時は緊張する
「外国語活動」の授業中に不安な気持ちになることがある
Ⅰ　「英語運用有能因子」　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅱ　「外国・異文化志向因子」
Ⅲ　「英語学習志向因子」
Ⅳ　「外国語活動好意性因子」
Ⅴ　「理解明確化因子」
Ⅵ　「英語不安因子」
質問項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（α係数）
Ⅵ
因
子
相
関
行
列
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ⅴ
表 4　小学校 5年生の因子分析の結果（アルファ因子法・プロマックス回転後）
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ
α α α α α α α
英語で自己紹介をすることができる
英語で自分の好きなものや好きなことを話すことができる
英語であいさつをすることができる
英語を使って先生と話をすることができる
先生のあとについて英語が言える
DVD・CDやパソコンから流れてくる英語の意味が理解できる
英語の指示を聞いて行動することができる
英語で自分の気持ちを伝えることができる
先生が使う英語の意味が理解できる
英語を使って友だちと話をすることができる
友だちが使う英語の意味が理解できる
英語を使って活動をすることができる
クラスのみんなの前で英語を使って発表することができる
「外国語活動」の授業はよく理解できている
アルファベットを書いてみたい
英語を読む練習をしてみたい
英語を聞く練習をしてみたい
英語を書く練習をしてみたい
英語を話す練習をしてみたい
アルファベットを読んでみたい
英語の辞書を使ってみたい
外国の人といっしょに住んでみたい
外国で仕事をしてみたい
外国の人と話をしてみたい
外国のことをもっと勉強したい
外国のことに興味がある
外国の小学生と交流をしてみたい
英語をもっと勉強したい
「外国語活動」の授業は楽しい
「外国語活動」の授業は好きだ
英語は好きだ
「外国語活動」の授業には積極的に参加している
中学校で英語の勉強をすることが楽しみだ
友だちどうしですすんで英語を使うようにしている
「外国語活動」の授業で学んだ英語は「外国語活動」の授業以外でもよく使っている
先生とすすんで英語を使うようにしている
「外国語活動」の授業で学んだことはよく覚えている
「外国語活動」の授業で学んだことは役に立っている
「外国語活動」の授業で使った英語はよく覚えている
「外国語活動」の授業中にわからないことがあってもそのままにしておく
「外国語活動」の授業中にわからないことがあったら先生に質問をする
「外国語活動」の授業中にわからないことがあったら友だちに質問をする
英語を使う時は緊張する
「外国語活動」の授業中に不安な気持ちになることがある
Ⅰ　「英語運用有能因子」　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅱ　「英語学習志向因子」
Ⅲ　「外国・異文化志向因子」
Ⅳ　「外国語活動好意性因子」
Ⅴ　「積極的英語運用因子」
Ⅵ　「理解明確化因子」
Ⅶ　「英語不安因子」
Ⅶ
因
子
因
子
相
関
行
列
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ⅴ
質問項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（α係数）
Ⅵ
表 5　小学校 6年生の因子分析の結果（アルファ因子法・プロマックス回転後）
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　小学校 5 、 6 年生の因子分析の結果から、外国語活動の学習成果として最も期待される英語
運用能力有能因子が、第Ⅰ因子として出現していることが確認できた。また、教材研究開発を
テーマとしている本調査研究の鍵概念となる教育内容や学習教材に関わる尺度により構成され
ている英語学習因子が、小学校の各学年とも第Ⅱ、第Ⅲ因子として出現していることから、本
分析結果を精緻化することにより、教材の研究開発における知見を得ることが期待される。さ
らに、小中学校で共通因子解として英語不安因子を特定することができていることから、英語
不安と学習教材との関係性を考察することも可能であると考えられる。
⑵　パス解析による小学生の「読む・書く・話す」に対する高い意欲の検証
　小学生用の質問紙尺度の中で、教育内容・学習内容に関わる 4 技能に対する学習意欲を問う
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ
α α α α α α α α
英語の指示を聞いて行動することができる
DVD・CDやパソコンから流れてくる英語の意味が理解できる
英語を使って先生と会話をすることができる
英語を使って活動をすることができる
先生が使う英語の意味が理解できる
英語を使って友だちと会話をすることができる
友だちが使う英語の意味が理解できる
英語で「話をすること」に自信がある
外国で仕事をしてみたい
外国のことに興味がある
外国の人といっしょに住んでみたい
外国のことをもっと勉強したい
外国の人と話をしてみたい
「英語」の授業は好きだ
「英語」の授業は楽しい
英語は好きだ
英語が使えるとうれしい
英語をもっと勉強したい
小学校の英語の授業は中学校の英語の授業に役に立っている
「英語」の授業で学んだことは役に立っている
「英語」の授業中にわからないことがあったら先生に質問をする
「英語」の授業中にわからないことがあったら友だちに質問をする
「英語」の授業中にわからないことがあってもそのままにしておく
「英語」の授業には積極的に参加している
「英語」の授業の復習は必ずするようにしている
「英語」の授業の予習は必ずするようにしている
英語の「文法」に自信がある
英語で「書くこと」に自信がある
英語を「読んで理解すること」に自信がある
友だちどうしですすんで英語を使うようにしている
先生とすすんで英語を使うようにしている
「英語」の授業で学んだ表現は「英語」の授業以外でもよく使っている
「英語」の授業で学んだことはよく覚えている
「英語」の授業はよく理解できている
「英語」の授業で使った表現はよく覚えている
英語を使う時は緊張する
「英語」の授業中に不安な気持ちになることがある
Ⅰ　「聞く・話す有能因子」
Ⅱ　「外国・異文化志向因子」
Ⅲ　「英語好意性・有用因子」
Ⅳ　「理解明確化因子」
Ⅴ　「読み・書き学習因子」
Ⅵ　「積極的英語運用因子」
Ⅶ　「記憶・理解有能因子」
Ⅷ　「英語不安因子」
Ⅴ
Ⅵ
Ⅶ
Ⅷ
因
子
相
関
行
列
因
子
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
質問項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（α係数）
表 6　中学校 1年生の因子分析の結果（アルファ因子法・プロマックス回転後）
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質問項目43、44、45、46のｔ検定を行った。その結果、「読む（3.99）・書く（3.98）・話す
（3.98）」が「聞く（3.78）」ことよりも 1 ％水準で有意に高くなっていることが判明した。
　次に、英語学習志向因子が因子を構成する 9 つの尺度へ及ぼす影響を確認するために、パス
解析を行った。その結果、現行の学習指導要領では指導内容とされていない「読むこと、書く
こと」に対する有意なプラスの強い影響を及ぼしていることが確認できた（図 1 ）。同様に、
アルファベットを書いたり、読んだりすることや、辞書を使用することに対してもプラスの影
響を及ぼしていることが判明した。
図 1　英語学習志向因子が教育内容に及ぼす影響
⑶　学習成果モデルによる英語運用有能得点と英語学習志向得点の関係
　下位尺度得点として算出した英語運用能力得点と英語学習志向得点との関係を探るために、
それぞれの下位尺度得点を用い、学習成果モデルの構築をパス解析により行った。その結果、
モデルの適合度が高い解析結果を得ることができた（図 2 ）。このモデル図から、小学校 5 、
6 年生では、英語学習志向得点が、英語不安得点を除く他の下位尺度得点と有意なプラスの共
変関係を有していることが確認できた。また、その強さは中程度以上（.44から .70）であるこ
とが判明した。このことから、小学校 5 、 6 年生においては、読むこと、書くことを含む英語
の四技能をはじめとする教育内容の実施を可能とするなど、児童の英語学習志向を高めるため
の方策を講じることで、外国語活動全体の教育効果を高めることができる可能性があることを
確認することができた。
⑷　中学校 1年生の英語学習成果モデル
　小学校外国語活動をはじめて経験した中学校 1 年生を対象とした質問紙調査のデータ分析で
は、小学校外国語活動の学習効果や有用性を検証するとともに、中学校英語の教育内容を省察
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的に捉え、小学校で身につけるべき学習内容やスキルを、質問紙を通じて把握する。これによ
り、本研究で開発する教材についてのフレーム・ワークを構築することが目的である。
図 2　小学校外国語活動学習成果モデル
　中学校 1 年生を対象とした因子分析では、小学生の結果とは異なり、学習成果として英語の
四技能が領域別（spoken and written  language）に分離して出現していることが特色として
認められた（表 6 ）。これを受け、因子分析の結果算出した下位尺度得点を用い、「聞く・話
す」能力得点と「読む・書く」能力得点を頂点とした中学校 1 年生の学習成果モデルを構築す
ることとした。
　その結果、図 3 に示すように、適合度が高い学習成果モデルを得ることができた。このモデ
ル分析から、中学校 1 年生の英語学習においては、小学校外国語活動の教育目標である「音声
を中心とした英語に慣れ親しませる教育」の成果が、英語好意性有用得点をはじめとする 4 つ
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の下位尺度得点により、音声学習の成果である聞き話す有能得点が支えられる（R2=.58）とい
うモデル構造として現れていることを確認することができた。一方、文字学習の成果として現
れる読み聞き有能得点は、記憶理解有能得点と英語好意性有能得点の 2 つの下位尺度得点にの
み支えられている（R2=.49）ことが判明した。
図 3　中学校 1年生英語学習成果モデル
⑸　中学校 1年生の英語運用モデル
　小学校外国語活動の教育効果が中学校英語に及ぼす影響を特定するために、小学校外国語活
動の役立ち度を評価させる項目を分離し、下位尺度得点との関係性を検証するためのモデルの
構築を試みた。その結果、図 4 に示すとおり、小学校英語有用得点に影響を及ぼしている下位
尺度は、聞く話す有能因子と英語好意性有能因子の、わずか 2 つのみであることが判明した。
この結果は、現行の小学校外国語活動の実態を反映したものであると考えることができる。す
なわち、音声を中心とした楽しい活動の場となっているということである。
　次に、現行の学習指導要領で示されている中学校英語の教育目標である「コミュニケーショ
ン能力の基礎」を「英語運用能力」という潜在変数としてモデル内に組み込んだモデルの構築
を試みた。これにより、図 5 に示す十分に満足できる適合度を示す英語運用能力モデルを得る
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ことができた。
　このモデル図から、潜在変数として位置づけた英語運用能力が、英語四技能をはじめ英語学
習に対する好意性や積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度や、認知理解に関わる各
要因に対し、有意なパス係数 .73以上の強いプラスの因果関係を有していることが確認できた。
また、分離したモデル内に位置づけた小学校外国語活動の役立ち度は、中程度のパス係数
（.60）ではあるものの、有意なプラスの影響を英語運用能力に対し及ぼしていることが確認で
きた。
図 4　小学校英語有能得点と下位尺度得点との関係モデル
このことから、小学校外国語活動における読むこと・書くことの基盤となる文字（アルファ
ベット）認識のみにとどまらず、基本的な英単語や英単語数語で構成される単文を読み書きす
るための教材を開発し導入することで、小学校における英語学習志向を一層高めるとともに、
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中学校における英語運用能力の向上を図ることが可能になると考える。
⑹　自由記述回答によるニーズ分析
　自由記述による回答を、テキスト・マイニングにかけ、児童生徒の外国語活動や英語の授業
内容についてニーズ分析を行った。これにより，主として開発する教材のフレーム・ワークを
デザインすることができるものと考えた。
　小学校 5 、 6 年生に対しては、外国語活動の授業で勉強してみたいことを自由記述で回答を
求めた。出現したキーワードと表現内容の係り受けの関係から、 4 つのカテゴリーでその出現
頻度を分類した（表 7 ）。その結果、「もっと英語を勉強したい」等の学習意欲や英語学習志向
に関わる記述が最も多く確認できた。次いで、「英単語や英語を書いたり読んだりする練習を
図 5　中学校 1年生英語運用能力モデル
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したい」等の読み書きに関わる記述が頻出した。
　また、ほぼ同率で、「外国の小学生と交流したい」等の異文化交流に関わる要望が多数出現
した。
分類項目 頻度 比率
英語学習志向・意欲
読むこと・書くこと
聞くこと・話すこと
外国・異文化志向
その他
合計
表 7　外国語活動で学びたいこと（小学校 5、 6年生）
　次に，中学校 1 年生には、小学校で学んだことが中学校で役に立っていることと、小学校の
外国語活動でやっておけばよかったと思うことを自由記述で回答を求めた。その結果，小学校
外国語活動の授業内容が役立っていることについては，表 8 に示す 4 つのカテゴリーに集約す
ることができた。中学校英語の学習に役立つものとして、「アルファベットや英単語を書いた
り読んだりしたこと」が最頻出（39.9％）となっている。次いで、英語の歌や会話など「英語
を聞いたり、話したりすること」が多く出現している（17.1％）。
分類項目 頻度 比率
英語学習志向・意欲
読むこと・書くこと
聞くこと・話すこと
外国・異文化交流
その他
合計
表 8　外国語活動が役立っていること（中学校 1年生）
　さらに，小学校で学んでおけば良かったものを、表 9 に示すとおり、 4 つのカテゴリーで分
類した。このことから、一定レベルの英単語や英文を書いたり読んだりすること（35.0％）を、
小学校外国語活動でも導入する必要性があることが窺える。また、英語を聞いたり話したりす
ることについては3.3％と低く、中学校英語を学ぶ段階になって、小学校外国語活動との大き
なギャップに戸惑っている実態があることが本調査結果に反映されているものと考えられる。
分類項目 頻度 比率
英語学習志向・意欲
読むこと・書くこと
英文法
聞くこと・話すこと
その他
合計
表 9　外国語活動で身につけておけばよかったこと（中学校 1年生）
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4 ．まとめと課題
　本研究では、因子分析から外国語活動の学習成果モデルの構築までの一連の分析結果に基づ
き、学習者特性に最適化された教材開発のためのフレーム・ワークを構築することが目的であ
る。得られた知見を統合することにより、 3 軸からなる立方体状のフレーム・ワークを設計し
た。すなわち、X軸に学習者特性の中で最も影響力のある発達段階（年齢）を、Y軸に学習レ
ベル・教育目標を、Z軸に教材・学習活動（タスク）と学習深度を配置し、X軸とY軸によっ
て構成される 4 つの象限に、四技能を割り当てた多次元モデルを設計した。多次元モデルを採
用することにより、現在の 5 、 6 年生のみのカリキュラムから、次期学習指導要領による 3 年
生からの外国語活動をさらに拡大し、小学校 6 年間を系統的につなぐことができる柔軟なカリ
キュラム開発と教材開発を行うことができるようになる。これにより、現行の学習指導要領の
教育目標を実現するための 2 象限（聞く・話す）だけではなく、 4 技能を自在に配列・統合す
ることができるカリキュラムや教材の開発が可能となる。特に、 5 、 6 年生が文字、単語や英
文を読んだり書いたりすることに強い興味を示していることから、また、中学校 1 年生が、小
学校段階から読み書きの必要性を省察していることから判断して、音と意味と文字と状況を理
解し、それらを結びつけることができるキュービック・フレーム・ワークは合理的なものであ
ると考えられる。また、学習成果モデルで示された因果関係から判断して、四技能を統合させ
た教材が、児童生徒の英語運用能力を有意に高めることが期待できる。
　なお、本フレーム・ワークを用いて開発したクラウド型のデジタル英語学習教材は、一貫英
語教育カリキュラム内容の一部分であるため、カリキュラムにより規定されている教育方法や
教育環境との整合性を，今後検証することが求められる。このキュービック・フレーム・ワー
クで開発したクラウド型のデジタル学習教材のサンプルは、現在、http://www.ablish.info/
ebox で公開中である。
注
＊ 1 ） 科学研究助成事業基盤研究（C）課題番号26370752「日本型早期英語教育を推進するクラウド型デ
ジタル英語教材システムの研究開発」
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